
所関係データ  2．児童相   
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平成22年度 児童相談所及び一時保護所設置状況  

21年度  22年度  
都道府県  （H21．5．1現在）  （H22．4．1現在）  増△減数  
政令指定都市  
児童相談所設置市  支所を  

児童  
支所の 数  一時保護所  児童相訝所   有する 児童相  相泣所  支所を 有する 児相数  支所数  一時 保護所   

北海道   
・．・肝・・   

8  8   0  0  0   0   

青森県   6  0  0   6  0  0   0  0  0   0   

岩手県   3  0  0   3   3  0  0   3   0  0  0   0   

宮城県   3  3  0  0  0   0   

秋田県   3  0  0   0  0  0   0   

山形県   2    2   0  0  0   0   

福島県   4  3  3   0  0  0   0   

茨城県   3    2   3    2   0  0  0   0   

栃木県   3  0  0   3  0  0   

群馬県   3  0  0   3  0  0   

埼玉県   6  0  0   3   6  3   0  0   

千葉県   6  0  0   6  0  0   5   0  0  0   0   

東京都   2   6   ＝    2   6   0  0  0   0   

神奈川県   5  0  0   3   5  0  0   3   0  0  0   0   

新潟県   5  3   5  ■  n   3   0  0  0   0   

富山県   2  0  0   6  2  0  0   2   0  0  0   0   

石川県   2  0  0   2   2  0  0   2   0  0  0   0   

福井県   2  0  0   2   2  0  0   2   0  0  0   0   

山梨県   0  0   2  2  0  0   2   0  0  0   0   

長野県   5  0  0   2   5  0  0   2   0  0  0   0   

岐阜県   5  0  0   0  0  0   0   

静岡県   4  2   5  0  0   △1  △1   0   

愛知県   10  0  0   10  0  0   

三重県   5  0  0   2   5  0  0   2   0  0  0   0   

滋賀県   2  0  0   2   2  0  0  2   0  0  0   0   

京都府   3  0  0   3  0  0   3   0  0  0   0   

大阪府   6  0  0  に   0  0  0   0   

兵庫県   5  3  3   5  3  3   

0  0  0  0   

3  0  0   

0  0  

3  0  0   

5  0  0   0  0  0   

3  0  0   0  0  0   

2  0  0   

3  0  0   

2  0  0   

0  0  0   0   

2  0  0   2   0  0  0   0   

2  0  0   

3  0  0   0  0  0   

3  0  0   

2  2  

0  0   0  0  0   

0  0  0  0   

0  0  0   0   

0  0   0  0  0   0   

横浜市   4  0  0   3   4  0  0   3  0  0  0  0   

川崎市   2  0  0   2  0  0   0  0  0   0   

相模原市   0  0  0   0   0  0   0   0  0   0   

0  0  0  0   

0  0  0   0   

0  0  0   0   

に  0  0   

0  0  0  0   

0  0  0   0   

0  0   

口  0  0   

0  0   

0  0   

0  0   0  0   0   

204  19  24   12ヰ   3    2   0   

※相模原市及び熊本市は、平成22年度より児童相談所を設置  
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平成22年産 児童福祉司、児童心理司の配置状況について  

児童心理司  児童心理司の  対前年   
の配置員数  配置員数  増減人員   
（22．4．1）   （21．4．1）   （C－D）   

C   D   

36   36   0   

20   19   

13   13   0   

21   19   2   

12   

13   13   0   

14   17   ▲3   

20   20   0   

23   23   0   

19   19   0   

41   38   3   

52   41   

58   58   0   

33   28   5   

10   16   ▲6   

7   7   0   

15   14   

8   6   2   

8   10   ▲2   

18   18   0   

10   ▲1   

19   22   ▲3   

31   33   ▲2   

21   19   2   

16   15   

18   16   2   

39   34   5   

35   35   0   

9   9   0   

14   14   0   

13   ▲2   

12   12   0   

21   26   ▲5   

17   15   2   

15   17   ▲2   

12   12   0   

10   10   0   

9   2   

14   12   2   

19   17   2   

10   9   

13   14   ▲1   

10   ▲1   

16   15   

12   10   2   

16   ▲5   

14   12   2   

13   12   

13   12   

9   8   

6   12   ▲6   

25   24   

10   10   0   

5   8   ▲3   

7 6   

9   8   

10   12   ▲2   

12   ▲1   

23   15   8   

10   10   0   

13   13   0   

10   1   

5   5   0   

5   5   0   

7   6   

8   7   

6   6   0   

10  10   

1，108   1．065   43   

児童福祉司  児童福祉司  対前年  
の配置員数  の配置員数  増減人員  
（22．4．り   （21．4．1）  （ArB）  
A   B   

北海道   70   65   5   

青森県   37   43   ▲6   

岩手県   24   21   3   

宮城県   24   40   ▲16   

秋田県   20   19   

山形県   20   20   0   

福島県   34   34   0   

茨城県   45   45   0   

栃木県   39   37   2   

群馬県   32   43   ▲11   

埼玉県   123   113   

千葉県   82   82   10        0   

東京都   175   173   2   

神奈川県   56   70   ▲14   

新潟県   37   36   

富山県   16   17   ▲1   

石川県   17   17   0   

福井県   13   13   0   

山梨県   14   14   0   

長野県   37   37   0   

岐阜県   35   35   0   

静岡県   40   39   
愛知県   107   105   2   

三重県   32   33   ▲1   

滋賀県   29   30   ▲1   

京都府   32   32   0   

大阪府   137   134   3   

兵庫県   77   77   0   

奈良県   25   24   

和歌山県   20   20   0   

鳥取県   19   18   

島根県   18   16   2   

岡山県   26   25   

広島県   33   33   0   

山口県   29   29   0   

徳島県   18   16   2   

香川県   21   20   
愛媛県   28   26   2   

高知県   26   22   4   

福岡県   58   53   5   

佐賀県   13   0   

長崎県   24   27   ▲3   

熊本県 24   31   ▲7   

大分県   23   24   ▲1   

宮崎県   21   19   2   

鹿児島県   27   27   0   

沖縄県   39   36   3   

札幌市   24   27   ▲3   

仙台市   19   19   0   

さいたま市   22   22   0   

干葉市   20   16   4   

横浜市   81  81   0   

川崎市   32   27   5   

相模原市   13  13 

新潟市   14   ▲3   

静岡市   16   14   2   

浜松市   20   20   0   

名古屋市   45   42   3   

京都市   41   41   0   

大阪市   62   54   8   

堺市   21   21   0   

神戸市   32   30   2   

岡山市   19   17   2   

広島市   20   18   2   

北九州市   17   18   ▲1   

福岡市   25   24   
横須賀市   13   9   4   

金沢市   0   

熊本市   17  17   

合計   2，477   2，428   49  

※相模原市及び熊本市は、平成22年度より児童相談所を設置  
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平成22年度 都道府県別児童福祉司の管轄人口  

○ すべての自治体で、児童福祉法施行令第2条に定める児童福祉司の配置標準を（5～8万）満たすか、あるいはそれを超えて配置   
されている。（人口は、平成17年10月1日国勢調査）  

5～8万  37自治体  

5万未満  32自治体  
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0
 
 

0
 
 

0
 
 

3
 
 

0
 
 

0
 
 

0
 
 

0
 
 

2
 
 

0
 
 

0
 
 

0
 
 

0
 
 

1
 
 

0
 
 
 



平成22年度 スーパーバイザーの配置状況について  
スーパーバイザーの配置員数  スーパーバイザーの配置員数   対前年  

（22．4．1）   （214．り   増減人員  
A   B   （A－B）   

北海道   8   8   0   

青森県   6   ▲5   

岩手県   3   3   0   

宮城県   8   9   ▲1   

秋田県   4   2   2   

山形県   0   

福島県   8   8   0   

茨城県   13   13   0   

栃木県   10   10   0   

群馬県   0   ▲1   

埼玉県   17   0   

千葉県   23   28   ▲5   

東京都   14   
神奈川県   18   20   ▲2   

新潟県   8   7   1   

富山県   4   4   0   

石川県   0   

福井県   3   3   0   

山梨県   0   

長野県   6   5   

岐阜県   0   0   0   

静岡県   9   9   0   

愛知県   15   15   0   

三重県   14   13   
滋賀県   9   9   0   

京都府   4   4   0   

大阪府   35   33   
兵庫県  5   6   ▲1   

奈良県   5   4   

和歌山県   7   8   ▲1   

鳥取県   10   10   0   

島根県   9   2   

岡山県   4   9   ▲5   

広島県   12   10   2   

山口県   10   10   0   

・・・≡ ≡   2   3   ▲1   

香川県   6   5   

愛媛県   0   

高知県   9   8   

福岡県   12   7   5   

佐賀県   0   

長崎県   0   

熊本県   6   7   ▲1   

大分県   7   8   ▲1   

宮崎県   3   3   0   

鹿児島県   6   7   ▲1   

沖縄県   6   5   

札幌市   6   6   0   

仙台市   8   7   

さいたま市   6   3   3   

干葉市   2   

横浜市   20   16   4   

川崎市   6   4   

相模原市   4  4   

新潟市   3   ▲2   

静岡市   0   

浜松市   3   3   0   

名古屋市   16   1   

京都市   ＝   0   

大阪市   12   8   4   

堺市   3   3   0   

神戸市   4   

岡山市   2   3   ▲1   

広島市   2   0   

北九州市   4   4   0   

福岡市   5   4   

横須賀市   0   0   0   

金沢市   0   0   0   

熊本市   3  

合計   515   482   33   

※スーパーバイザー数については、所長・次長等が兼務している場合を除く  
※相模原市及び熊本市は、平成21年度より児童相談所を設置  
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都道府県等別 児童相談所における警察官・教員等の配置状況  
（単位：人）  

児童福祉司として配置  児童指導員として配置  電話・受付相談且として配置  その他  合  計  
♯遭府れ  
政令指定都市  
児暮相談所拉t市  

教員OB  警察官  警察官OB  教員  教員OB   

北海道  16  0   0   16   

青森県  0   0   0   0   

岩手県  0   0   

宮城県  6  2  0   0   8   0   

秋田県  0   0   0   0   

山形県  0   0   0   

福島県  0   0   0   0   

茨城県  2  2  0   0   4   0   

栃木県  3  0   0   3   0   

群馬県  2  0   2   0   

埼玉県  0   0   0   0   

千葉県  10  3  0   0   13   0   

東京都  8   0   0   8   

神奈川県  4  6   0   0   4   6   

新潟県  0   0   0   0   

富山県  0   0   0   0   

石川県  0   0   2   2   

福井県  3   0   0   0   3   

山梨県  0   0   O 

長野県  2   0   0   0   2   

岐阜県  5  2  2   0   0   10   

静岡県  7  0   0   8   0   

愛知県  2  2   0   2   0   2   

三重県  2  2  2   3   0   0   6   3   

滋賀県  0   0   0   0   

京都府  0   0   0   0   

大阪府  0   0   0   0   

兵庫県  5  0   5   0   0   

奈良県  0   0   0   0   

和歌山県  0   0   0   0   

鳥取県  3  0   0   3   0   

島根県  0   0   0   0   

岡山県  3   0   0   0   4   

広島県  2  2  0   0   4   

山口県  4  0   2   0   4   

徳島県  3  0   0   4   0   

香川県  0   0   0  



児i指導員として配置  t桔・受付相級員として配正  その他  合  計  

♯遭府■ 敢令指定㊦市  
児■相談所奴t市  

愛嬢県  0   0   0   O 

高知県  3  2  
0   0   4   2   

福岡県  2  6   0   0   0   8   

佐賀県  2  0   2   0   

長崎県  2  0   2   0   

熊本県  3  0   3   0   

大分県  2  2  0   3   3   0   

宮崎県  7  4  5  0   0   7   9   

鹿児島県  2  8   0  0   10   

沖純県  0   0   0   0   

札幌市  2   0   0   2   

仙台市  4  0   0   4   0   

さいたま市  0   0   0   0   

千集市  2  0   2   2   0   

横浜市  12   0   0   0   12   

川嶋市  4   0   0   0   4   

相模原市  2  0   2   0   

新潟市  2   0   0   3   

静岡市  2   0   0   2   

浜松市  2  0   0   2   

名古屋市  0   0   0   

京都市  0   0   0  

大阪市  0   0   0   

堺市  2  2   0   3   2   

神戸市  2   0   0   2   

岡山市  2   0   0   2   

広島市  0   2   0   

北九州市  4  4   4   7   0   4   10   7   

福岡市  2  0   0   2   

横須賀市  2   0   0   0   2   

金沢市  2  0   2   0   

2  0   2   

合 計   0   85   0   0   5   19   2¢   0   9   5   19   2   25   31   81   3   39  120   126   

※厚生労働省雇用均等・児王家庇局総務課調べ（平成22年4月1日現在）  
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平成22年度 所長の採用区分構成割合  

○ 所長においては、全国平均で福祉等専門職による採用が約62％となっている。  
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平成22年度 児童福祉司の採用区分構成割合  

○ 児童福祉司においては、全国平均で福祉等専門職による採用が約63％となっている。  
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平成22年度 児童心理司の採用区分構成割合  

○ 児童心理司においては、全国平均で福祉等専門職による採用が約90％となっている。  
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児童相談所における安全確認を行う際の  

「時間ルール」の設定状況について  

平成19年1月の「児童相談所運営指針」の見直しにより、児童相談所に虐待通告がなされた際の安全確  ○  

認を行う時間ルールについて「48時間以内とすることが望ましい」と定められるとともに、各自治体ごとに安  
全確認を行う際の所定時間を設定することとされた。  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

l  

I  

l  

t  

l  

l  

l  

ト  
1  

l  

（参考）児童相談所運営指針（抄）  

安全確認は、児童相談所職員又は児童相談所が依頼した者により、子どもを直接目視することに  
ょり行うことを基本とし、他の関係機関によって把握されている状況等を勘案し緊急性に乏しいと判  
断されるケースを除き、通告受理後、各自治体ごとに定めた所定時間内に実施することとする。当該  
所定時間は、各自治体ごとに、地域の実情に応じて設定することとするが、迅速な対応を確保する観  
点から、「48時間以内とする」ことが望ましい。   



児童相談所における夜間1休日の相談体制  

○ 平成22年4月1日現在、全ての児童相談所において夜間・休日の相談体制の整備が図られ  

ている。（全児童相談所数：204か所）   
具体的な対応方法は以下のとおり。  

【電話相談の受付体制】   

・電話に出る者については、「別の児童相談所の相談窓口が案内される」が30．4％と最も多く、次いで「守衛など相談業務に関  

連しない者」が27．9％であった。（複数回答）  

夜間一休日における電話相談の受付体制  
…別の児童相談所の相談窓口が案内される  
事  

…守衛等、相談業務に関係しない者が電話に出る  

ト時保護所職員が電話に出る  

萱児童相談所職員が電話に出る 1  
1  

要職員の携帯や自宅に転送  

皇民間の相談機関の者が電話に出る  

…その他  

し＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿■  

【電話相談への対応】   

・電話相談への対応は、おおむね当日中に対応。   

虐待通告等緊急時は  

当日中に対応  

夜間一休日における電話相談への対応  

203か所（99．5％）   

翌日以降に対応  0か所（0．0％）  

1か所（0．5％）  
室その他（他児相を案内） l  
l＿＿＿＿＿．．．．．＿＿＿＿＿●＿●＿－＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿  



児童相談所における虐待対応のための協力医療機関との協力・連携状況  

【現状】  

○平成22年4月1日現在、193か所（94．6％）の児童相談所における地域の医療機関との協力・連携体制の整備を行っている。  

（※平成21年4月1日時点では、181か所（91．0％））  
′－■■▲－い■■－●－●＝－＝一●一■＝●■●■－●■＝＝‘…■一日＝■－‘■‖……■一………‥t……●t  

…※全児童相談所数：204カ所   

（平成22年4月1日現在）  

自治体名  連携  自治体名  連携  自治体名  連携  自治体名  連携  

あり  
予定あり  

あり  
予定あり 

あり  
予定あり  

あり  
予定あり  

北海道   8   0   0  福井県   2   0   0  山口県   5   0   0  川崎市   2   0   0  

青率県   5   0  山梨県   2   0   0  徳島県   3   0   P  相模原市   0   0  

岩手県   3   0   0  長野県   5   0   0  香川県   2   0   0  新潟市   0   0  

宮城県   3   0   0  岐阜県   5   0   0  愛媛県   3   0   0  静岡市   0   0  

秋田県   3   0   0  静岡県   5   0   0   高知県   2   0   0  浜松市   0   0  

山形県   2   0   10   0   0  福岡県   6   0   0  名古屋市   0   0  

福島県   4   0   0  三重県   5   0   0   佐賀県   0   0  京都市   0   0  

茨城県   3   0   0  滋賀県   0   2   0  長崎県   2   0   0  不阪市   0   0  

栃木県   3   0   0  京都府   3   0   0  熊本県   0  堺市   0   0  

群馬県   3   0   0  大阪府   6   0   0  大分県   2   0   0  神戸市   0   0  

埼玉県   6   0   0  兵庫県   5   0   0  宮崎県   3   0   0  岡山市   0   0  

千葉県   6   0   0  奈良県   0   2   0  鹿児島県   3   0   0  広島市   0   0  

東京都   0   0  和歌山県   2   0   0  沖縄県   2   0   0  北九州市   0   0  

神奈川県   5   0   0  鳥取県   3   0   0  札幌市   0   0  福岡市   0   0  

新潟県   5   0   0  島根県   4   0   0  仙台市   0   0  横須賀市   0   0  

富山県   2   0   0  岡山県   3   0   0   さいたま市   0   0  金沢市   0   0  

石川県   2   0   0  広島県   3   0   0  千葉市   0   0  熊本市   0   0  

横浜市 4   0   0  合 計   193  0  

※「予定あり」とは、今後、医療機関と      協力等を予定している児童相談所である。  



一時保護所の現状について  

1日当たり保護人員及び平均在所日数  

一時保護児童の受け入れ状況  

○ 約3割の自治体において、定員を超えて一時保護を実施  

【定員を超える状況にある一時保護所を有する自治体】※［］内は児童相談所設置自治体数に占める割合  

（18年）  （19年）  （20年）  （21年）  

23自治体［34．8％］ → 21自治体［31．8％］ → 21自治体［31．8％］ → 25自治体［36．2％］   



（参考）都道府県等別一時保護所における平均在所日数  

○ 平均在所日数 ＝ 年間延日数／年間対応件数  
○ 全国平均値：28．0日  

（参考）一時保護の期間は原則として2か月を超えてはならないとされている。  
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個別対応のための環境改善  

児
 
る
 
 

き
 
 

で
 
 

応
 
 

対
 
 

童相談所一時保護所の環境改善については、平成2  
2年1月29日に閣議決定された「子ども・子育てビジョン」におい  
て、前計画である「子ども・子育て応援プラン」に引き続き、平成26  
年までに、全都道府県・指定都市・児童相談所設置市での実施を目指す  
こととされている。  

※全一時保護所数：124か所  

（平成22年4月1日現在）  
【現状】  ■■■■  

下記①～⑦による個別対応のための環境改善が図られている  
一時保護所の数：48か所（38．7％）   

自治体名   図られている   
充分図られている とはい  図られていない   

言えな  
今後の改善予定   

北海道   0   5   3   2   

青森県   0   0   0   

岩手県   0   2   0   

宮城県   0   1   0   q   

秋田県   0   0   

山形県   0   2   0   0   

福島県   0   4   0   0   

茨城県   I o 口   0   口   

栃木県   0   0   

群馬県   0   0   1   

埼玉県   0   3   0   0   

千葉県   0   同   0   5   

東京都   2   4   0   0   

神奈川県   3   0   0   0   

新潟県   2   0   0   

冨山県   0   1   

石川県   2   0   0   0   

福井県   0   2   0   2   

山梨県   0   0   

長野県   0   2   0   1   

岐阜県   0   0   

静岡県   0   0   

愛知県   0   0   0   

三重県   1   0   0   

滋賀県   0   2   0   1   

京都府   2   0   0   

大阪府   0   0   0   

兵庫県   0   0   0   

奈良県   0   1   0   1   

和歌山県   0   0   0   

鳥取県   2   1   0   0   

島根県   2   2   0   0   

岡山県   0   2   0   0   

広島県   1   0   1   

山口県   0   1   0   0   

徳島県   0   0   0   

香川県   0   0   0   

愛媛県   2   0   2   

高知県   0   0   

6了   



自治体名   図られている   
充分図られている   図られていない   
とは言えない  

今後の改善予定   

福岡県   2  2  0  口   
佐賀県   0   0   0   

長崎県   0   2   0   

熊本県   0   0   0   

大分県   0   0   0   

宮崎県   凶   0   0   0   

鹿児島県   0   1   

沖縄県   0   0   1   

札幌市   0   0   0   

仙台市   0   0   口   0   

さいたま市   0   0   0   

千葉市   1   0   0   0   

横浜市   0   0   0   

川崎市   0   1   0   

相模原市   0   0   0   0   

新潟市   0   0   0   

静岡市   0   0   0   

浜松市   1   0   0   0   

名古屋市   0   1   0   0   

京都市   0   0   

大阪市   0   0   0   

堺市   1   0   0   0   

神戸市   0   0   0   

岡山市   0   0   0   

広島市   0   0   0   

北九州市  0   0   0   

福岡市   0   0   0   

横須賀市   1   0   0   0   

金沢市   1   0   0   0   

熊本市   0   0   0   0   

合計   48   67   田   28   

※「図られている」場合の内容は以下のとおり。  

（D 行動様式が異なる子どもが入所している場面があることから、生活場面の流れや   

状況の変化に応じてそれぞれに対応できる職員体制を確保  

（∋ 夜間や子どもの学習時問帯など、職員の勤務形態や専門性の観点から対応が困   

難な場面においては、夜間対応協力員、学習指導協力員などを適宜配置  

③ 子どもの年齢や性別に応じた処遇が可能となる居室の整備  

④ 個別指導等に使用できる個室の整備や、ユニット化などによる生活空間の小規模   

化（発達障害児や非行児童等について、子ども自身の情緒等の安定を図るため又は   

他の児童からの刺激の軽減や他の児童に対する影響等への配慮が必要な場合）  

⑤ 子どもの状況に合わせて居室を提供（グループ分け）できるよう、居室を小規模化  

⑥ 行動様式等が異なる子どもの混合処遇とならないよう自治体内の他の一時保護所  

と入所児童の受入れについての役割分担の実施  

（∋ 配慮が必要な子どもについて、児童養護施設等に一時保護委託できるよう、施設   

等と取り決めの実施  

一68  
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児童相談所一時保護所の環境改善について  

○ 子ども・子育てビジョンについて  

・少子化社会対策基本法に基づき、少子化に対処するための施策の指針として、平成22年度～2   
6年度における施策内容とその実施計画を定めた「子ども・子育てビジョン」が本年1月29日に  
閣議決定された。  

・ この中で、前計画である「子ども・子育て応援プラン」において今後5年間の目標として掲げら  
れていた「個別対応できる児童相談所一時保護所の環境改善」について、引き続き、本ビジョンに  

おいても全都道府県・指定都市・児童相談所設置市での実施を目指すことが掲げられている。  
・ 一時保護所で生活する子どものため、以下を参考に、地域の実情に応じた必要な環境改善に積極  

的に努めていただきたい。  

○ 環境改善の基本的な考え方  

・ 一時保護所は、家庭環境、保護に至る経緯、子どもの行動の特徴、年齢などが様々な男女の児童   
が、必ずしも予定されない形で入所してくる場所であることから、   
① 子どもの心身の状況が確認できないまま直らに保護しなければならない場合も多＜、かつ、  
子どもの入れ替わりが激しいため、集団としての安定性を維持しにくい、   
② 住み慣れた環境から突然切り離されて集団生活に入ることで、子どもがl焉緒的な不安定を招  
きやすい、  

等の課題を抱えている。  
・ このため、子どもが集団生活の中でも安心して過ごせるよう、ゆとりのある生活空間や個々に応   
じた配慮が可能な設備及びケア体制の整備が必要である。  
・こうしたことから、児童相談所一時保護所の環境改善に当たっては、出来る限り、ハード・リフ  
ト両面からの改善を視野に入れることが望ましい。   



具体的な改善例  

地域の実情に応じて、以下のような改善のいずれか又は複数を組み合わせて実施。  

リフト面  
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行動様式等が異なる子どもが入所している場面があることから、生活場面の流れや状況の変化に  
応じてそれぞれに対応できる職員体制を確保  

・夜間や子どもの学習時問帯など、職員の勤務形態や専門性の観点から対応が困難な場面において   
は、夜間対応協力員、学習指導協力員などを適宜配置  
などにより、子どもが安心して過ごせるよう人的体制を整える。  

ウ  
・児童入所施設措置費等国庫負担金において、常勤相当の心理職員の配置が可能  
・児童虐待防止対策支援事業において、対応協力員確保のための補助あり  
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子どもの年齢や性別に応じた処遇が可能となる居室の整備   

発達障害児や非行児童等について、子ども自身の情緒等の安定を図るため又は他の児童からの  
刺激の軽減や他の児童に対する影響等への配慮が必要な場合には、個別指導等に使用できる個室  
の整備や、ユニット化などにより生活空間を小規模化   
子どもの状況に合わせて居室を提供（グループ分け）できるよう、居室を小規模化   
行動様式等が異なる子どもの混合処遇とならないよう、自治体内の他の一時保護所と入所児童   
の受入れについて役割分担を行う  

・配慮が必要な子どもについて、児童養護施設等に一時保護委託できるよう施設等と取り決めを  
しておく  

などにより、子どもが安心して過ごせるよう施設整備を行う。  

C＞  ・次世代育成支援対策施設整備交付金において、改修等に必要な経費の補助あり  



全国児童相談所一覧（平成22年5月10日現在）  
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子ども家庭センタ 
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全国児童相談所一覧（平成22年5月10日現在）  

53川崎市   
中央児童相談所  213－0013  川崎市高津区末長276－5   044－87ト8111  

南部児童相談所  210－0804  川崎市川崎区藤崎ト6－8   044－244－7411   

54相模原市   相模原市児童相談所  252－0206  相模原市中央区淵野辺2－7－2   042－730－3500   

55横須賀市   醸須賀市児童相談所  238－8525  横須賀市小川町16   046－820－2323   

56新潟市   新串市児童相談所  95ト8133  新潟市中央区川岸町1－5ト1   025－230－7777   

57金沢市   重訳市児童相談隋  g2ト8171  金沢市冨樫3－10－1   076－243－4158   

58静岡市   静両市児童相談所 420－n94了  静岡市葵区堤町914－417   054－275－2871   

59浜松市   浜松市児童相談痛  430－0929  浜松市中区中央1－12－1   053－45ト2703   

名舌屋南中女児董相談所  466－0858  名古屋市昭和区折戸町4－16   052－了57－6111  
60名古屋市  

考古屠市西部児童相談所    454－0875  名古屋市中川区小城町トト20  052－365－3231   
61京都市   京都市児童相談所 602－8155  京都市上京区竹屋町通千本東入主税町910－25   075－80ト2g29   

62大阪市   大阪布こども相談センタ＋ 540－0003  大阪市中央区森ノ宮中央ト17－5   06－430ト3100   

63堺市   堺面子ども相談所 593－8301  堺市西区上野芝町2－4－2   0了2－276－7123   

64神戸市   こども家庭センター 650－0044  神戸市中央区東川崎町1－3－1   078－382－2525   

65岡山市   岡叫市こども総合相談所  700－8546  岡山市北区鹿田町ト1－1   086－803－2525   

66広島市   広島市児童相談所  了32八0052  広島市東区光町2－15－55   082嶋263－0694   

67北九州市   子ども総合センター  804－0067  北九州市戸畑区汐井町1－6   093－881－4556   

68福岡市   こども総合相談センター  810－0065  福岡市中央区他行浜2－1－28   092－832－7100   

69熊本市   熊本市児童相談所  862－0971  熊本市大江4－2－60   096－366－8181   

一時保護所を設置する児童相談所  

東京都児童相談センターは一時保護所を3か所設置  

→  児童相談所数＝205か所（平成22年5月10日現在）  

→  一時保護所数＝125か所（平成22年5月10日現在）  
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